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石綿事前調査について



石綿事前調査について

●建築物・工作物等の解体又は改修工事を行う際は、

 工事の規模、請負金額にかかわらず、事前に石綿

 の使用の有無の調査（事前調査）を行う必要があ

 ります。

●一定規模以上の工事については、あらかじめ、施

 工業者（元請事業者）が労働基準監督署及び自治

 体に対して、事前調査結果の報告を行う必要があ

 ります。



石綿事前調査の実施方法について

※石綿が0.1重量％超の物の輸入・製造・使用
等が原則禁止となった平成18年（2006年）９
月１日以後に設置の工事に着手した建築物や
設備等であることが書面調査にて明らかであ
る場合は、その後の書面調査及び現地での目
視調査は不要となります。



石綿事前調査者
制度について



石綿事前調査を実施する者について

●石綿事前調査は有資格者に行わせる必要があり

 ます。

●建築物や工作物等の種類によって、必要となる資

 格の種類が異なります。

●令和５年10月１日着工の工事から、「建築物石綿

 含有建材調査者」の資格を有する者が事前調査を

 行う必要がありましたが、さらに、令和８年１月１日

以降着工の「工作物」の工事からは、「工作物石綿

 事前調査者」に行わせる必要があります。



工作物の工事開始前の石綿の有無の調査

■工作物の解体又は改修の作業を行うときは、あら

かじめ、当該工作物に係る石綿の使用の有無につ

いて、有資格者（工作物石綿事前調査者）に調査さ

せなければなりません。

■令和８年１月１日以降着工の工事から義務付け

「工作物」とは、建築物以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置
されているもの又は設置されていたものの全てをいい、例えば、煙突、サイロ、
鉄骨架構、上下水道管等の地下埋設物、化学プラント等、建築物内に設置され
たボイラー、非常用発電設備、エレベーター、エスカレーター等又は製造若し
くは発電等に関連する反応槽、貯蔵設備、発電設備、焼却設備等及びこれらの
間を接続する配管等の設備等が該当。なお、建築物内に設置されたエレベー
ターは、かご等は工作物であるが、昇降路の壁面は建築物。



対象工作物及び事前調査の資格

区　分 対象工作物 事前調査の資格（下記のいずれか）

① 反応槽

② 加熱炉

③ ボイラー及び圧力容器

④ 配管設備（建築物に設ける給水設備、排水設備、換気設備、暖房設備、冷房設

備、排煙設備等の建築設備を除く。）

⑤ 焼却設備

⑥ 貯蔵設備（穀物を貯蔵するための設備を除く。）

⑦ 発電設備（太陽光発電設備及び風力発電設備を除く。）

⑧ 変電設備

⑨ 配電設備

⑩ 送電設備（ケーブルを含む。）

⑪ 煙突（建築物に設ける排煙設備等の建築設備を除く。）

⑫ トンネルの天井板

⑬ プラットホームの上家

⑭ 遮音壁

⑮ 軽量盛土保護パネル

⑯ 鉄道の駅の地下式構造部分の壁及び天井板

⑰ 観光用エレベーターの昇降路の囲い（建築物であるものを除く。）

特定工作物以外の工作物

建築物以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置されているもの又は

設置されていたもののうち、上記①～⑰以外のもの。

（エレベーター、エスカレーター、コンクリート擁壁、電柱、公園遊具、鳥居、

仮設構造物（作業用足場等）、遊戯施設（遊園地の観覧車等）等）

【注】塗料その他の石綿等が使用されているおそれがある材料の除去等の作業

《塗料の剥離のほか、モルタル及びコンクリート補修材（シーリング材、パテ、

接着剤等）の除去等が含まれる。》に限って有資格者による事前調査が必要。

            特定工作物

<石綿障害予防規則第4条の2第1項第3号の

規定に基づき厚生労働大臣が定める物（令

和2年厚生労働省告示第278号、一部改正

令和5年厚生労働省告示第89号）>

工作物石綿事前調査者

・工作物石綿事前調査者

・一般建築物石綿含有建材調査者

・特定建築物石綿含有建材調査者

・令和５年９月までに日本アスベスト調査診断協

会に登録された者



各特定工作物の範囲
対象工作物 範囲

②加熱炉 工業炉のことであり、日本標準商品分類の工業炉（435）に属するもの。ただし、
耐火物で覆われた加熱室を有しないもの、及び加熱される空間が耐火物または絶
縁物で覆われた構造物を有しないものは除く。

③ボイラー・圧力容器 安衛法施行令第1条第３号で規定するボイラー、同条第4号で規定する小型ボイ
ラー、同条第５号で規定する第一種圧力容器、同条第６号で規定する小型圧力容
器、同条第7号で規定する第二種圧力容器並びに同施行令第13条第3項第25号で
規定する簡易ボイラー及び同条第26号・第27号で規定する容器に該当するもの。

④配管設備 農業用パイプラインや下水道管は含まれ、上水道管は除かれる。

⑤焼却設備 廃棄物焼却設備の場合、施設全体が適用範囲となるが、付随する煙突は「⑪煙
突」と整理される。

⑩送電設備 送電設備のケーブルは、延焼防止用の塗料やシール材に石綿等が使用されていた
という報告があるため、対象に含まれる。

⑫トンネルの天井板 トンネルには鉄道施設（鉄道事業法（昭和61年法律第92号）第８条第１項に規定
する鉄道施設をいい、軌道法（大正10年法律第76号）による軌道施設を含む。）
は含まない。

⑰観光用エレベーターの昇降
路の囲い（建築物に該当する
ものを除く。）

「観光用エレベーター」とは、建築基準法施行令（昭和 25 年政令第 338号）第 
138 条第２項第１号「乗用エレベーター又はエスカレーターで観光のためのもの
（一般交通の用に供するものを除く。）」のうち、乗用エレベーターで観光のた
めのもの（一般交通の用に供するものを除く。）をいう。



工作物石綿事前調査者講習機関について

石綿総合情報ポータルサイト 検索



石綿事前調査結果
の報告について



石綿事前調査の報告について



石綿事前調査の報告について

●事前調査結果の報告は、「石綿事前調査結果報告

 システム」にて報告可能です。

 ※パソコン・スマホから24時間報告できます。

 ※1回の操作で管轄の労働基準監督署及び自治体

  の両方に報告することができます。

 ※システムの利用にはgビズIDの発行が必要です。



建築物等の解体等に係る
石綿ばく露防止及び石綿
飛散漏えい防止対策について



建築物等の解体等に係る石綿ばく露防止及び
石綿飛散漏えい防止対策徹底マニュアル

厚労省と環境省で作成した「建築物等の
解体等に係る石綿ばく露防止及び 石綿飛
散漏えい防止対策徹底マニュアル 」です。

※令和３年３月に作成され、段階的に
改正されています。



｢石綿総合情報ポータルサイト｣にも
当該マニュアルのリンクがあります



建材の種類や工法に応じた
石綿飛散及びばく露防止対策について

マニュアルＰ７８に「石綿含有建材の種類」
が列挙されています。



石綿含有建材の種類や工法に応じた
石綿飛散及びばく露防止対策について

マニュアルＰ８０～８２に「石綿含有建材の
種類」や「除去等の工法」等に応じ、石綿関
連法令に基づき講じる必要がある措置につい
て表にまとめられています。
また、各工法ごとの石綿対策に関する作業手
順や留意事項等も本マニュアルに掲載されて
います。



本日配布しているリーフレットについて
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